



雑誌名 東京学芸大学紀要. 第1部門, 教育科学
巻 46
ページ 1-10
発行年 1995-03-31
URL http://hdl.handle.net/2241/00123630
東京学譲大学紀要１部Ｐ１４６ｐＰｌ～12,1995
戦後改革期「学芸大学」構想の背景に関する－考察＊
一小学校教員養成論としての問題点一
浜田博文
教育学*．
(1994年10月17日受理）
１．はじめに－問題の所在
本稿は，戦後こんにちまでの教員養成改革論の起点であった「学芸大学」構想の形成過程を，小学校
教員養成に対する認識という点に着目して検討することを意図している。
こんにちの「国立教員養成系大学・学部」の創設は，戦後教育改革期の1949（昭和24）年にさかのぼ
る。このとき，戦前の複線型学校体系を形作っていた旧制の帝国大学，官立単科大学，高等学校，専門
学校，高等師範学校，師範学校等が，学校教育法のもとで単線型新学制へ編成され72の新制国立大学が
創設された。その中に含まれていた７つの「学芸大学｣，１９大学の「学芸学部」そして18大学の「教育学
部｣(1)の創設が，戦後「国立教員養成系大学・学部」の出発であった。爾来こんにちにいたるまで,教員
養成のあり方は常に政策課題祝され，研究・実践上も様々な論議がなされてきたが，戦後におけるその
ような教員養成改革論の起点は，これらの大学・学部の創設に先立つ「学芸大学」構想の形成過程にあ
るといえる。
現在「学芸大学」の名称をもつ国立大学は「東京学芸大学」のみであり，偶然にも筆者はその教員養
成課程で必修の教職専門科目を担当している。１年次生を主対象とするこの授業２クラスを併せると300
名以上にのぼるが，その大半はこの大学を「教員養成大学」として認識している。ところが，「他の国立
教員養成大学｣が｢藪耆大学」であるのになぜ本学だけが｢学芸大学｣なのか，という疑問に答えられ
る者は皆無である。せいぜい，「東京には｢東京教耆大学｣がすでにあったから…」という程度にすぎな
い。あたかも的を得ているかに思われるこの回答も，実は正当な答えではないということは，彼らにと
って大きな驚きでさえある(2)。そして，もっとも重要な点，「なぜ『学芸」大学なのか？」という疑問に
は，一切答えることができないのである。
現在｢教育大学」の名称をもつ国立10大学のうち,１９４９(昭和24)年に発足したのは福岡，大阪,奈良，
京都，愛知，北海道の６大学であるが，これらに本学を加えた７つの大学はいずれも「学芸大学」とし
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、
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て発足し，学部名も「学芸学部」であった(3)。また前述のように，他の国立大学の「教育学部」のうち１９
学部も，発足時は「学芸学部」であった。それらは,１９６５（昭和40）～1967（昭和42）年にかけてほぼ一
斉に「教育大学」「教育学部」に名称を変更してこんにちに至っている。周知のように「東京学芸大学」
もこの時，学部名を「教育学部」に変更している。
こんにち「東京学芸大学」を「教員養成大学」と認識して入学してくる数多くの学生のうち，以上の
事実を知っている学生は皆無に近い。いや，彼らのみならず，教育関係者や教育大学・学部の研究者（教
育学研究者を含めて）の間においてさえ，一定世代よりも若い世代にとって，これらはもはや「周知」で
はない。その意味で，「学芸大学」はすでに「過去の事実」となっている。だが，この「学芸大学」の構
想が戦後教員養成の理念的様相を色濃くして提起され，こんにちにおいても教員養成が論じられる際に
ベースをかたちづくっていることは否定できない。教員養成のみを目的とした「目的大学」ではないこ
とや，狭い学問分野にとらわれない幅広い一般教養を重視することなどの点から，「大学における養成」
と「開放制」の原則を実現する理念的形態として，「学芸大学」構想は意義づけられてきたといってよい
であろう。
実際のところ，この構想は教育刷新委員会（以下，教刷委）によって提起された後Ｊ実体化の過程に
おいて教員免許法制定や教員不足への対応などによって大きく修正されることになる。したがって，７，
つの「学芸大学」発足の時点においてすでにその構想は「目的養成」的な性格を担わされ，「破綻」して
いたとも評価されている側。こうした見解の背景には,教刷委によって提起された教員養成制度の理念と
しての「学芸大学」構想が現実との折り合いにおいて「破綻」したという見方がある。このような把握
のしかたは，その後現在まで展開される教員養成諸政策への批判の中に顕著である。しかし，ほんとう
に教刷委の構想はそのような「教員養成の理念｣としての内実をそなえていたのであろうか。
戦後教育は，「教育を受ける権利」と「教育の機会均等」の保障を掲げて出発した。戦前・戦中の教育
からの訣別と新しい教育の創造を誓った戦後教育の出発時において，その直接的な担い手たる教員をい
かに確保するか，つまり，従来とは全く異なる「教員の質」の確保は，最重要課題であった。とりわけ，
師範学校によって担われてきた初等学校の教員養成の改革をいかなる制度・内容・形態において実現し
ていくかは，まさに全国民的課題であったといえる。
戦後期において，師範学校への評価力極めて厳しいものであったことはいうまでもない｡１８８６（明治19）
年「師範学校令」以降，師範学校は，「教員トナルヘキ者ヲ養成スル所」として，天皇中心の近代国家建
設に向けた「国民」形成を直に担う国家官吏たる教員の養成という教育実績を確実に果たしてきた。軍
国主義･超国家主義への道を確実に推し進める役割を果たした師範学校教育への評価をいかに下し,新
しい小学校教員の養成制度をどのように構築していくかが，差し迫って問われていた。それに対する回
答として，教刷委は「学芸大学」構想を示したのである。
だが，はたして「学芸大学」構想は，小学校教員養成のあり方を考えるうえで「理念」的位置づけを
得るだけの内実を有していたのであろうか。
誤解を避けるために付言しておくが，筆者は教刷委によって提起された「学芸大学」構想が，新制大
学の理念を踏まえた新たな「大学」としてきわめて有意義なものであることを否定するつもりはない。憲
法によってすべての国民が「学問の自由」を保障され，幅広い分野にわたる学問の成果を享受すること
によって真の民主社会が構築される，と考えるならば，「学芸大学」構想はまさしく新制大学の一角を担
う大学の理念的形態として評価されるべきであろう。
しかし，そこでの教育の結果として優れた小学校教員力鑓成される，という「学芸大学」構想の基本
認識に対して，すぐに首肯するわけにはいかない。そもそも教刷委によって提起された「学芸大学」椿
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想自体の中に，教員養成とりわけ小学校教員養成のあり方についての論議の不十分さがあったのではな
いか，という疑問がぬぐえないのである。
本稿は，こうした疑問を基礎において，教刷委における「学芸大学」構想の形成過程をたどり，小学
校教員養成のあり方がそこでいかに議論されたのか，その背景には「優れた教員」の力量やその養成の
あり方に対するいかなる認識や思惟が存在していたのか，について考察しようとするものである。
２５教育刷新委員会における「学芸大学」構想の形成過程
ヤ
(1)``前提”としての「旧師範教育の否定」
戦後，教育制度全般にわたる改革の具体化にあたり，それを方向づけるための政策的検討を行ったの
が教刷委であった（1946年８月設置,1949年６月に教育刷新審議会と改称,1952年６月まで存続)。その
第２回総会（1946年９月13日）で，木下一雄（東京第一師範学校長，後の東京学芸大学初代学長）が「教
員養成制度につきましては，最も根本的な問題だと思います」と発言したことが発端となり，その後の
重要議題として教員養成問題がとりあげられることになった(5)。これ以後，教員養成制度改革をめぐる激
しい論戦が展開されることになる。およそ２年間にわたる教員養成制度に関わる審議経過のうち,1947年
５月までの審議が，「とくに新しい教員養成制度の基本的精神を明らかにするきわめて重要な過程」だと
いわれる(6)。
教員養成問題の本格的論議が始まるや，さっそく各委員から，教員養成制度のあり方に対する率直で
多様な意見が出された。それらは微妙に相違するものだったが，ほぼすべての委員に共通する点が１つ
あった。すなわち，それまでの師範学校においてなされた教員養成のあり方を否定しなければならない
という点である。このことは，新たな教員養成制度を構想するに際して，教刷委の委員すべてに共通す
る前提条件であったといえよう。
しかし，「旧師範教育の否定」の意味内容は必ずしも自明のものではなかった。いったい旧師範教育の
うちのいかなる点を否定しなければならなのか，そしてそれを否定する代わりにどのような教員養成制
度を構築していくべきなのかｂこの肝心の問いに対して，議論は絶えず紛糾し，その収拾は難航した。
(2)「大学における養成」の合意
難題の１つは，小学校教員の養成を大学で行うということの是非をめぐる意見の対立にあった。
小学校（国民学校)教員の養成を目的とした師範学校は，長い間中等教育機関で，終戦直前の1943（昭
和18）年に「専門学校程度」の高等教育機関に「昇格」したばかりであった。しかし，戦時下における
制度上の「昇格」は，高等教育機関としての実質的な機能の発揮を可能にするものではなかった。加え
て，師範学校は「学問」を行う中学校→高等学校→大学とは異なる系統の学校であり，したがって当時
の人々にとって，小学校教員の養成は「学問」とは無縁であるはずのもの，であった。
こうした中で，務台理作（東京高等師範学校長･東京文理大学長）は，６．３．３．４という新学制
を想定した上で，「義務教育を担任する教師は，原則として大学教育を受けるということは大切なことに
なる」と述べ，教員の量的供給についても考慮しながら，「従来の師範型に全くとらわれない，そういう
或意味で非常に自由な大学」でなおかつ「教師を出し易い大学」の必要性を説いた。それは，「できるだ
け一般的な教養を身につけることのできるような方向をとっておる大学」「文科理科というような，学問
としても古い歴史を持っておるそういう学科を大体の内容にするような大学」だという。
この発言以降，小学校教員の養成を大学で行うという考え方をペースにした論議が進められていく。だ
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が，８～９歳の子どもに教える知識として大学ほど高い知識は必要ないのではないか，といった佐野利
器（東京大学教授）の発言などをみると，「大学における養成」がすべての委員の間で確固たる合意を得
ていたとは考えがたい。
確固たる合意を揺るがした問題の１つは，教員の量的供給という現実問題である。当時見込まれた大
学の数からみて，小・中・高校のすべての教員需要を４年制大学卒業者によって満たすことは極めて困
難であった。したがって，「大学における養成は理想だが現実には無理」との認識は根強かった。
もう１つの問題は，教科内容の学問的レベルのみにとらわれた「教員の力量」観である。すなわち，学
問的に低いレベルの教科内容を扱う小学校の教員は，低い学校段階で養成されれば十分とする考え方で
ある。佐野委員から出された前掲の発言や，「高校の上に１年でよいのではないか」といった天野貞祐（京
都大学教授）の発言の背景にも，こうした「教員の力量」観があったといえよう。
だが，務台はこうした意見に対して，教員養成における「師範色の払拭」や「自由な雰囲気」の必要
を説いた。こうした考え方は誰もが求めていたものであり，それに最も適合する教育機関が大学である
という見方に異論を差し挟む余地はなかったといえよう。
ともあれ，教刷委は1946（昭和21）年12月27日の総会で，「教員の養成は総合大学及び単科大学におい
て教育学科をおいてこれを行う」という基本的方針を採択することになる。この方針は，「戦後教員養成
の基本原則」の１つとしての「大学における養成」の成立を意味した。複線型学校体系において「学問」
系統から分離され，しかも低い段階に位置づけられた「特殊な学校」で養成されていた小学校の教員が，
単線型学校体系における「最高学府」としての大学において，学問に直結しうる養成教育を受けるとい
う重大な制度転換をもたらすものであった。このことは，学校における教育活動を通じてすべの国民（子
ども）に対して学問をつなげていく役割を担う仕事として，教員の職務が位置づけられることになった
という意味で重要である。
(3)教員養成「目的大学」に対する賛否対立
「大学における養成」が一応の合意を得たとしても，論議はいっこうに落着点を見いだせなかった。そ
の「大学」をいったいどのような内容の大学と考えるか，が最大の問題とされた。この点に関わる論議
の過程は，各委員の経歴，社会的地位，大学と教育に対する認識などが交錯して，きわめて複雑なもの
だったといえる。論議のなかで最も厳しい対立がみられたのは，教員養成を意図した「特別な教育」の
是非，とくに教員養成のための「目的大学」に対する賛否，をめぐってであった。
山田昇はこの対立を，学問が十分にできることこそが優れた教員の第一条件だと考える「アカデミシ
ャンズ」と，教員としての特別な知識・技能を具えることこそが優れた教員の第一条件だとする「エデ
ュケーショニスト」との対立として把握している(7)。
前者には例えば次のような意見があった。「何か特別な教員養成のための機関」をつくると，「そこに
集まるのは三流，四流の者であって，決して一流，二流の学生は」集まらない。初めから教員になろう
とする者が同じ場所に集まって教育を受けると視野が狭くなる。教育についての特別な知識といわれる
ようなものは，大学で修得するようなものではなく，「本当に頭を鍛えられた現場の体験を持たれた技術
者」が「書物を三日も読めば」よいものだ。教員を輩出する学校の学科内容は「その他の学校と少しも
変るところはない」ものであるべき。「人文的な色彩を多分に」もつ「普通の大学を出た人」が教員にな
るべきだ。
これらの背景には，教員にとって大切なのは「学問的教養」と「優れた人間性」であり，それらは「学
問」を追究することによってこそ培われるものだという認識がある｡,師範学校はそれを行わずに「教員
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としての特別な教育」を第一に据えたことによってｊそのいずれにおいても狭陰な教員をうみだしてし
まった，というのである。したがって，教員養成のみを目的とした大学はもとより，教員養成を意図し
た教育を行うことすらも一切否定されるべきだ，というのが，この論者らの主張であった。こうした考
え方は，教刷委の論議全体を通じて基調をなしていた。
これに対して，「教員としての特別な教育」の必要性を説き，「教育大学」における教員養成力垳われ
るべきだと反論を続けた委員の代表格が，倉橋惣三（東京女子高等師範学校教授）や木下一雄であった。
倉橋は，師範学校について，「教師特有ということを言っておるといいながら，教師特有の能力というも
のは非常に少いのであります」と述べるなど，師範学校は実際には教員が必要とする知識・技能を十分
あつかっていなかったという点で批判されるべきなのだと論じている。そして，新たな社会に向けての
｢教育専門家」としての教員には「教育者のための特別な教養」が必要であり，それが「教育科学的」に
充実されていく必要があるというのであるｑ
一方，木下はこの当時伽東京第一師範学校長として，文部省およびc、（民間情報教育局）と連携しな
がら「教育大学」創設を想定した教員養成カリキュラムの研究を進めていた。その研究成果としてまと
められた「大学における教育学科のカリキュラム（案)」（1946年12月30日）は全国の師範学校に配付さ
れ,各師範学校でもそれをモデルとしたカリキュラム研究はすでに進行していた。また,１９４７（昭和22）
年１月25日には「教育大学創設準備協会全国大会」が，ＣＩＥと文部省の教員養成関係者を交え，全国41師
範学校の参加を得て開催されるなど，「教育大学」創設をにらんだ動きはすでに実体化していた(8)。こう
した動向をパックにして木下は，「当然教員を養成するのは大学であって，しかもその大学は教員を養成
する専門の大学であることを要する」とするＣＩＥの意向や「教育大学」のカリキュラムの研究がすでに
着手されていることを紹介しながら，「教育大学」の必要性を説き続けた。
教員には，それとしての特別な教養・技能が必要であり，その養成には「特別な教育」が不可欠であ
る。したがってその内容を大学が主体的に創造し教育することが重要であり，そのための「教育大学」は
必要である。このような考え方が，論議の主流を握っていたアカデミシャンズの主張に反論するかたち
で述べられていった。そして，両者は容易に歩み寄りをみせるものではなかった。
これらとは異なる独自な見解を示したのが務台理作であった。務台は，アカデミシャンズが主張した
幅広い学問的教養の重視という点に同意しつつ，同時にエデュケーショニストの主張に通ずる「教育の
技術化」の必要も論じている。そのような認識をベースにして務台は，「文科，理科を内容としまして，
教師としての教養に付て本当の教育的な注意の能〈払われたような新しい大学」での教員養成という構
想を抱いていた。後述する教刷委の第８特別委員会では，この務台が主査を務め，上記の意見対立の収
拾に労をとり，「学芸大学」構想が導出されていくことになる。
(4)対立を終息させた「学芸大学」構想
「大学における教員養成」の具体的なあり方を検討するために発足した第８特別委員会（1947年３月）
の会合で，城戸幡太郎（教育研修所教育研究部主任）は，師範教育の批判されるべき問題は国家主義の
点にあり，教師としての訓練を行った点ではないと述べ，「学科の知識」にとどまらない「教員としての
特別な教養」を必要だと述べた。そして「必ずしも教員養成のみという風に初めから目的を規定するの
じやないが，大体その大学を出たものは，教員にふさわしい，教員として職を奉ずるにふさわしい人間
を作っていくということをはっきり目標にした」大学というニュアンスで「国民大学」という案を提示
した。この案は，４月４日には「国民一般の教養を主とする大学（学芸大学･教養大学)」という文言で，
同委員会の中間報告に示されることになった。
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「学芸」の名称は，務台J天野らを中心に案出されたもので，かつて菊池大麓が欧米のリベラルアーツ゛
カレヅジをもとに「普遍的或は常識的或は基礎的知識即ち学問の土台」に注目して構想した「学芸大学
校」の名称に由来するとされている(9)。
上記の中間報告では小．中学校の教員養成機関として，「総合大学の教育学部」「総合大学，単科大学
の教育学科」「教育大学」に次いで４番目に「国民一般の教養を主とする大学（学芸大学･教養大学)」を
挙げていた。しかし４月１０日の「修正案」では，それが「教育者の育成を主とする学芸大学」と表現を
変えて「総合大学及び単科大学の教育学科」に次ぐ第２位に位置づけられ，５月９日の最終案では第１
位に提示されることになる。さらに，「現在の教員養成諸学校中，適当と認められるものは，学芸大学に
改める」という文言も付帯されていた。論議の終盤において，「学芸大学」構想がそれまでの厳しい意見
の対立を終息させていったことが，このプロセスから窺われる。
務台によれば，「学芸大学」とは「文科理科を内容とした一般教養を主とするような大学」で，「教員
養成を主とするという意味は，養成だけをやるという意味」ではなく「教員にならないものもそこに加
わるがしかしより多く教員になるような」大学ということであった。大学の内容としては幅広い学問的
教養を意味する一般教養を主とし，機能としては小・中学校の教員を輩出していく。このような意味で
この「学芸大学」構想は，対立する両者が互いに妥協し収束するには恰好の構想であったといえよう。
３.教員養成制度論としての「学芸大学」構想の矛盾
そもそも論議の発端は，どのような新しい教員養成制度を構築するかという課題にあった。ところが
論議の過程で，最も重大なポイントといえる「優れた教員に必要な力量」に対する見解が，根本的な対
立を続けた。「学芸大学」構想はこの点について，いったいどのような合意をもたらしたのであろうか。
｢学芸大学」構想は，新学制下で必要とされる，質・量ともに十分な優れた教員の養成機関・制度として，
対立する両者の十分な合意を得た「理念」としての意義をもつものだったといえるのだろうか。
(1)米国が提起した戦前教員養成の「貧弱さ」
教刷委が設置される前に日本の教育制度全般にわたる改革案を提示した『第１次米国教育使節団報告
書Ｉ（1946年３月）も，師範学校に対する厳しい批判を展開していた。だが，同時に同報告書は，目的的
な教員養成は不可欠であるという認識に立っていた('０１。
報告書は，従来の日本の教員義成に対して，「教師の養成教育が貧弱」という認識を明確に示した。そ
の「貧弱」の意味するところの１つは，教員養成を目的にした「専門的養成教育」の「量的な貧弱さ」で
ある。戦前の目的的な教員養成機関は師範学校のみで，それすらも半分未満の小学校教員しか対象にし
えていないという量的な不十分さを問題にしていた。目的的な教員養成教育を，学校段階・種別を問わ
ずすべての教員が受けるべきだという基本認識が，記述の随所にうかがわれる。もう１つの意味すると
ころは，「質的な貧弱さ」である。「昔ながらの形式主義的なパターン」「上からの指令の繰り返し」「機
械的な反復練習」などの師範学校の教育内容･方法が，教員養成教育として前近代的だと批判された。そ
して，「一般教育ないしは自由教育」「その教えることがらについての特別な知識｣「自分の仕事の専門職
的側面について特別の知識」の３重の養成教育内容が構築されるべきだと提起した。
使節団（米国側）は，専門的職業としての教員の養成は，当然に「教職の専門性」の意図的な育成と
いう観点から整備されねばならないという前提に立っていた。この前提に基づいて師範学校教育を厳し
く批判し，それに代わる新たな養成教育を大学が創造・実施していく制度の構想を勧告した。教員養成
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に携わるすべての大学は,「教職の専門性」に即した特別の準備教育プログラムを立てるべきだと強く主
張した。
ところが，教職を専門的職業と捉える教職観も，その養成教育のために「特別の準備教育」が必要だ
とする教員養成観も，終戦直後の日本の知識人には受け入れ難い考え方であったことは想像に難くない。
当時の日本人にとって，教員養成のための「特別の準備教育」とは，軍国主義・超国家主義を国民に広
く深く浸透させ，ひいては極めて悲惨かつ不幸な歴史的事実を招来させた師範教育に外ならなかった。師
範教育を受けた学校の教員は，単なる「専門的職業」の１つにとどまらない存在であった。当時の知識
人の多くが，「１日師範教育の否定」を教員養成のための「特別の準備教育の否定」と断じ，「教員養成を
ヤ
意識しない教育こそが望ましい教員養成だ」と認識していたのも，無理はない。米国側がおそらく当時
の米国における教員養成制度の状況を基礎において，当然のものとして勧告した目的的な教員養成に対
して，教刷委の大勢はあくまでも忌避の姿勢を貫いたのであった。
(2)教員養成に積極的にならない教員養成構想としての「学芸大学」構想
教員養成を専門職業教育の観点から考えるならばｊ明確な目的意識をもってそれに取り組むことは当
然に必要だといえよう。問われるべきは，その目的性の中身である。教員の職務と責任の内容に即して，
教員養成の目的・内容・方法等の内実を吟味することは重要である。そのことを通じて，師範学校によ
る教育が厳しく批判され否定されたとしても，それがすぐさま「目的的な養成の否定」の理由とはなら
ないであろう。
ところが，教刷委の大勢としてのアカデミシャンズは「旧師範教育の否定」を「目的的な養成の否定」
と等置して議論を進め,教員養成のための特別の準備教育に対する懐疑の念を抱きつづけた。しかし,１９４７
(昭和22）年４月の小・中学校発足に伴う大量の教員不足という現実は無視できず，「学芸大学」に「教
育者の育成を主とする」という文言を付すことまでは拒否できなかった。それでも，この文言を「"教員
養成を目的とする”のではない」と理解すれば，彼らにはきわめて受け入れやすい構想であった。
一方エデュケーショニストにとっても，国民としての一般教養が教員の力量のベースになるという議
論に異論はなかった。また，「教育者の育成を主とする」という文言は，「教員のための特別な教育」を
そこにおいて行うことを「主とする」という含意で捉えることができた。木下などの立場にしてみれば，
｢現在の教員養成諸学校」が「学芸大学」という新制大学になることを決定づけた意味はきわめて重大で
あった。旧師範教育の弊害を刷新して新しい教員養成のための教育を行う可能性を十分に感じさせるも
のとして，「学芸大学」構想を受け入れることができたといえよう。
このように考えると，「学芸大学」構想は，教員に必要な力量内容および教員養成制度のあり方に対す
る本質的な合意形成の結果ではなかった。対立をつづけた両論にとって“玉虫色”ともいうべき結論な
のであった。論議の大勢を踏まえれば，それは，「教員養成に積極的にならない大学」でこそ，従来とは
異なる新たな「質」を具えた教員を養成できるという，きわめて逆説的な教員養成制度構想を意味する
ものであったとさえいえる。
４．まとめにかえて－「学芸大学」構想が見落としていたもの
「学芸大学」構想が，「大学における養成」原則を制度的に実現することにおいてきわめて重要な役割
を果たしたことの意義は否定されるものではない。しかしながら，「学芸大学」構想形成の背景には，見
落とされていた点があったのではないか，という疑問を払拭しえない。少なくとも次の２点についてで
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ある。最後に，これらについて検討してみたい。
(1)小学校教員と中学校教員の「専門性」の識別という問題
前述したように，教員養成のための特別の準備教育の是非について，旧帝国大学系委員（アカデミシ
ャンズ）とl日高師・師範系委員（エデュケーショニスト）との間に厳しい対立があった。その過程にお
いて，果してアカデミシャンズは小学校教員の職務と専門性をどの程度理解し，そしてそれらをどれだ
け意識していたのだろうか。また，エデュケーショニストの側では，中等学校教員の職務と専門性を十
分に視野に入れたうえで意見を主張していたのであろうか。両者ともに，この点に関する識別意識が希
薄だったのではないだろうか。
旧制大学が，その実態的機能として確かに中等教員養成を果たし，しかも優れた中等教員を多数輩出
してきたという自負が，アカデミシャンスの側にはあったに違いない。「学問さえできれば，特別な準備
教育は不要」とするその主張の背景には，過去の中等教員養成の実績に対する認識があったといえよう。
一方，エデュケーショニストの側には，「１日師範学校に対する批判は多々あろうが，しかし小学校教員の
しごとは特定の学問を修めるだけでは不可能」とする認識があったに違いない。
ところが，こうしたズレについては当事者の間で十分に意識されず，小・中学校の教員を一体的に把
握したままで議論は展開した。それを暖昧にした議論の末に形成されたのが「学芸大学」構想だったと
考えられる(u)。
たしかに，小・中学校の教員が学校段階の差別なく同レベルの大学で養成されることの意義は否定す
べくもない。しかし，それを実現するために，小学校教員の「専門性」を深く掘り下げ，その養成にふ
さわしいプログラムのあり方について議論することが置き去りにされていたとすれば，見過ごせない問
題だといえよう。
この問題は,１９５８（昭和33)年の中教審答申や宮城教育大学の分離独立問題などを契機として論議をよ
ぶことになる。しかし，そうした論議においては，むしろ「閉鎖制復活」「国家統制強化」という点に対
して，より関心が集まる結果になった。こんにちにおいてもなお，「教員養成系大学・学部」を自認し，
小学校教員を数多く輩出している大学が，小学校教員の「専門性」を掘り下げる作業をどれだけなしえ
てきたかは，疑問の残るところであろう。
(2)アメリカ教員養成の歴史と論議に対する理解という問題
前述したように，教刷委の審議に先立って「使節団報告書」は，専門職業教育として目的的に教員を
養成することが不可欠だと断じていた。そして，エデュケーショニストの先頭に立つ木下一雄は，その
ようなアメリカ側と密接な関係をつくり，自校(東京第一師範学校）内では早くから「藪耆大学」を想
定したカリキュラム研究に着手し，同時に全国の師範学校を束ねて｢繩｢大学創設準備協会」を結成す
るなどの動きを展開していた61946（昭和21）年12月30日付で印刷された「大学における教育学科のカリ
キュラム東京第一師範学校案」においてもＪ敢えて和訳を付さない英文部分が多いことなどから，木
下らはc、の協力を得てアメリカの教員養成制度とカリキュラムを相当に研究したものと考えられる(､。
しかし，教刷委審議の最終局面において《liberalartscoUege》と英訳される「学芸大学」を「小学校教
員養成」のための中心機関として認めたことを勘案すると，アメリカにおける教員養成の歴史と制度実
態についての理解の希薄さを指摘せざるをえない。
アメリカにおいても，１９世紀に初等教育（コモン･スクール）の発展に伴って，初等学校教員養成を専
ら担当する中等教育機関としての師範学校（normalschool）が成立・発展した。それらは,１９世紀末から
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1930年頃までの間に，ハイスクールの急激な増大と大衆化に対応して，それまで総合大学（univerSi肋や
リベラル・アーツ・カレッジから輩出されていたハイスクール教員の養成に参入することになる。この
経過の中で師範学校が高等教育段階のテイーチャーズ・カレッジへと昇格した結果，アメリカにおける
小学校教員の「大学における養成」という制度が実現することになったのである(13)。とくに1920～30年
の動きは顕著で，「２～３年制の師範学校から４年制のテイーチャーズ・カレッジへと発展する形で95の
州立テイーチャーズ・カレッジの増加があった｣(M)。
当然にも，この時期において，伝統的に中等教員養成の機能を果たしてきたリベラル・アーツ・カレ
ッジ側と，初等教員の目的養成機関としての過去をもつテイーチャーズ・カレッジの側とで,教員の専
門性や，大学教育としての教員養成教育のあり方についての議論がたたかわされている。テイーチャー
ズ･カレッジの側は教員の専門職業教育を行う人的･物的条件の，自らの優位性を主張し,リベラル･アー
ツ・カレッジ側は中等教員養成における学問水準の重要性とその点における自らの優位性を主張するな
どした。だが，初等教員養成のあり方をめぐっては，リベラル・アーツ・カレッジの側もテイーチャー
ズ・カレッジの方がふさわしいと認識していたことがうかがわれる(⑤。このような過程で，従来は教員
養成を目的的に担おうとしなかったリベラル・アーツ・カレッジ側は，元来優位な学問水準を維持しつ
つ専門職教育（professionaleducation）を強化する方向をとった．一方テイーチャーズ・カレッジ側は，「学
問性」を高めることによって「中等教員」養成を行う「大学」として認知されることを目指していたと
いえる('6)。
ここから考えられることは，初等教員養成における目的養成の必要性，および初等・中等にかかわら
ず，専門職業教育としての要素を教員養成プログラムの中に明確に位置づけること，つまり教員養成の
｢専門職業化（professionalization)」の必要性，についての認識はすでに共通のものになっていたというこ
とである。
こうしたアメリカにおける歴史･制度･論議を理解したならば，「小学校教員養成を，教員養成を目的
とはしない，リベラル・アーツ・カレッジで行う」という構想の抱えていた矛盾に気づかざるをえない。
もちろん，アメリカにおける論議の水準が先進無二であったというのではない。だが，少なくとも，戦
後期に日本が直面したのと類似の論争をすでに経験していたアメリカの先例を十分に理解しえていなか
ったということは指摘できよう。､既述した小・中学校教員の専門性の識別や，「目的的養成」に対する懐
疑の問題にも，このことは通じているように思われる。
今日，「大学」における「小学校教員」の「専門職業的養成」のあり方について確固たる論議が十分に
展開されてきたとはいえない。こうした日本の現状を考えると，アメリカにおける当時の論議を確かめ
つつこれらの問題について改めて検討することは，重要な課題だと思われる。今後の課題としたい。
[注］
(1)「教育学部」は合計26であったが，それらのうち１日帝国大学であった九州大学・京都大学･名古屋大学・東京大学・
東北大学・北海道大学の６大学および１日文理科大学であった広島大学・東京教育大学の２大学については，１日師範学
校を主たる母体として成立した他のケースとは区別して把握される必要がある。その成立経緯の詳細は，海後宗臣監
修・編著「教員養成」（1971年，東京大学出版会，ppllO-122）を参照。
(2)「東京教育大学」の名称決定に際しては，１日高等師範学校と旧文理科大学との間で激烈な対立･議論があった。２
転３転のプロセスを経て1949年５月26日にようやく「東京教育大学」の名称が参議院本会議を通過していたが，その
翌日には旧東京文理科大学の教授団がこれに反対して「脱退」を宣言するなど，「大学」観と「教員養成」観の違い
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を背景に大きく揺れ動いていた。詳細については，浜田博文「東京教育大学の創設過程にみる「大学｣観と「教員養
成」観」「東京学芸大学紀要第１部門教育科学」第44集，1993年３月，pplO9-124を参照。
(3)兵庫・上越・鳴門の３つの「新構想教育大学」はこれにあてはまらない。また，宮城教育大学も，東北大学教育学
部の教員養成課程が1965（昭和40）年に分離独立して発足した大学で，ここでは例外になる。が，その創設課程では
「宮城学芸大学」を仮称としていた（宮城教育大学「宮城教育大学10年史賓料集上･下｣1976年)・新制大学発足時
の「学芸学部」と「教育学部」の違い等については，注(1)文献を参照。
(4)山田昇「学芸大学の理念について」「和歌山大学教育学部紀要（教育科学)」第19号,1969年，pplO9-121
(5)海後宗臣編ヮ注(1)，ｐ､３１
(6)山田昇「戦後日本教員養成史研究」風間書房，1993年，ｐｐ､45-48
以下，教刷委での審議内容に関しては；この著書およびそのベースになっている山田氏の一連の研究による。
(7)山田昇「教育刷新委員会におけるアカデミシャンズとエデュケーショニスト」「和歌山大学教育学部紀要（教育科
学)」第20号,1970年，pp87-96
(8)浜田博文「戦後日本における教員養成カリキュラムの形成過程｣，東京学芸大学教育学研究室，『教員養成カリキ
ュラムの編成ｂ実行・評価の総合的研究一中間報告一｣1993年３月，ｐｐ､11-33.
なお，「大学における教育学科のカリキュラム（案)」の内容については，北神正行「戦後教員養成カリキュラムの
形成に関する－考察」「学校経営研究」第17巻,1992年４月，pP56-70を参照。
(9)海後宗臣編，注(1)，pp44-45，および山田昇「学芸大学の理念について｣，注(4)，ｐｐ,109-121,を参照。
(１０以下，報告書の翻訳は，村井実全訳解説「アメリカ教育使節団報告書｣講談社学術文庫,1979年による。
(1Ｊ寺崎昌男は，戦前におけるこれに類似の対立として春山作樹と長谷川乙彦の論争を挙げ，そこでも教員養成のため
の特別な準備教育を「擁護する側は初等教育の養成コースである師範学校を擁識し，批判する側は中等教育を頭に置
いて議論」していたと指摘している（｢日本における教師像の展開と今日における教師教育の課題」「関西大学教職
課程研究センター年報」第８号,1994年３月，ｐ､30)。なお，「春山・長谷川論争」については，船寄俊雄「戦前にお
ける教員養成大学をめぐる論議について」「神戸大学教育学部研究集録」第90集,1993年３月，ｐｐ,199-212,が示唆
深い。
⑫注(8)北神論文を参照。
(１３第２次大戦時までのアメリカにおける教員養成制度の歴史的展開については，三好信浩『教師教育の成立と発展」
東洋館j1972年に詳しい。また，テイーチャーズ・カレッジの成立過程については几市川純夫「アメリカ合衆国にお
けるテイーチャーズやカレッジ成立過程の研究（-)」「和歌山大学教育学部紀要一教育科学一」第36集,1987年，
pP77-90が参考になる。
(l0Davis,Ｆ,Ｇ,TrendsintheEducationofTeachers,EUhUca〃o”Ｍか航fs地物〃α”Si`1,B”おわ",ＶＯＬ18,Ｎ0.5,Ｍａｙ1932,
ｐ､377
(l9Ibid.,pp379-380
⑬このような状況は，師範学校からティーチャーズ・カレッジヘという転換の内実において，付加された教育内容の
多くを｢アカデミックな教科｣が占める，という結果をもたらした（Bormwman,ＭＬ.,TVjeLjDemJa"｡⑰db"jbUz/jl9T1ezzcAeγ
Ｅｔｌｂ`cMzメカ弘BureauofPublications,TeachersCollege,ColumbiaUniversity,1956,p､130)。「初等教員｣の養成教育を「大学」
で行うことの必然性についてのアメリカでの議論は，さらに吟味されるべきだと思われる。
付記：本稿は，平成６年度文部省科学研究費補助金〔奨励研究（Ａ)〕の交付を受けて行った「戦前・戦後の小学校教
員養成カリキュラムの構成原理に関する日米比較研究｣の成果の一部である。なお,研究を進める過程で，ＴＥＥＳ
（TeacherEducation＆EducationalSCience）研究会における研究成果から多大な示唆を得た。
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